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1. はじめに

これまでのわが国の産業社会は、生産・オペレーション中心の社会で、生産設備や材料など

のモノと良質な労働力をベースに、安価で良質な製品を生産することが重要な経営課題であっ

た。従って、求められる人材もゼネラリストやスキルワーカーが中心であった。

しかし、産業社会の発展・高度化やグローバル競争の激化にともない、新しいナレッジ（知）

を創造し、競争優位の源泉を確保していくことが急務となっている。つまり、わが国の産業社

会も従来の生産・オペレーション中心型産業社会からナレッジ（知）創造型産業社会へと大き

く変化しつつある。こうしたナレッジ創造型産業社会においては、新たな競争優位の源泉とな

るナレッジを生み出す高度な専門性を有したナレッジワーカーやプロフェッショナルが必要と

される。新たな競争優位の源泉となるナレッジは、このような高度な専門性を有したナレッジ

ワーカーやプロフェッショナルによって生み出され、個人の暗黙知を組織知（形式知）に置き

換える組織学習を通じて蓄積され、高度化されていくものと考えられる。

一方、われわれ働く人びとの会社観や職業意識においても大きな変化が見られる。特に、若

年層を中心に、個人の自律化や仕事志向が高まり、昇進志向においても管理職やゼネラリスト

よりもスペシャリストやプロフェッショナルになることを強く志向するようになっている。こ

うした若年層を中心とする個人の自律化やプロフェッショナル志向の高まりは、管理職育成に

向けた階層別教育や現場での教育を重視するOJTを中心とするこれまでの企業内教育やキャリ

ア形成に大きな課題を投げかけつつある。

そこで、本論文では脚光を浴びつつあるプロフェッショナルに焦点をあて、その発生要因を

探るとともに、プロフェッショナルの要件と概念の明確化をはかり、さらにその望ましいキャ

リア形成や人材マネジメントのあり方を論究していきたい。
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2．移りゆく企業経営とプロフェッショナリズムの台頭

（1）生産中心の経営から知識創造型経営へ

従来の日本的経営は工業化社会を前提に展開されており、暗黙知の技術的側面と呼ばれる生

産現場の手の技を中核に、安価で高品質の製品を生産し、世界市場に送り出してきた
（１）

。従って、

当然のように、人材の中核もスキルワーカーにおかれ、彼らを中心とする工場でのQC活動や

カイゼン活動などを通じて生産現場で生み出され、蓄積されたナレッジが企業の重要な資産と

なり、競争優位の源泉となっていた。こうしたモノづくり中心の経営は、プロダクト、つまり

何を生産するのかというよりも、いかに効率的に生産するかという生産プロセスに焦点が当て

られていた。

しかし、これからの社会はITの進化やITが作り出すユビキタス・ネットワークを背景に、情

報化社会、さらには知識社会へと大きく変化しつつある。このような社会の変化はこれまでの

企業経営のあり方にも大きな影響を与えている。経営資源の重点は、金や土地、モノから人間

が生み出すナレッジ（知）へと変化するとともに、競争優位の源泉もいかに効率的に生産する

かという労働生産性よりも、他の企業が模倣できない技術や製品を生み出す知識生産性へと移

りつつある。まさに21世紀が知的資本経営（Intellectual Capital Management）の時代と言われる

所以がここにある
（２）

。

また、このような社会の変化はわれわれの働き方や求める人材にも大きな影響を与えている。

前述したように、これまでの工業化社会においては、スキルワーカーの手の技、いわゆる熟練

を中心に、効率的にモノを生産することに経営の重点がおかれていた。つまり、働き方として

は与えられたタスクや課題を正確かつ効率的に処理すること（doing things right：howの重視）

が求められていた。しかし、知識社会においては、個人の高度な専門性を駆使して、顧客や社

会の潜在的・顕在的ニーズを満たすことができるナレッジを生み出し（doing the right things：

whatの重視）、それらを組織学習を通して組織知として蓄積していくことが強く求められてい

る。ドラッカー（Drucker, 1968）がすでに40年前に指摘したように、知識を中心とする社会に
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従来の経営 将来の経営

経営モデル
重視する利害関係者
重要な資本
経営資源
労働者像
組織形態
雇用思想
働き方

人本主義に象徴される日本的経営
従業員重視（従業員主権）
財務的資本
金・土地/設備・人（人材）
スキルワーカー
ヒエラルキー（官僚）型組織
終身雇用が前提（内部育成型）
doing things right（how重視）

知的資本経営
株主・顧客・従業員の利害一致
知的資本
人財の能力・専門性
ナレッジワーカー・プロフェッショナル
フラット・ネットワーク型組織
（内部育成＋外部調達）型
doing the right things（what重視）

図表1 移りゆく企業経営のあり方

出所：リクルートワークス研究所『Works No.42：特別編集　知的資本とナレッジワーカー』 2000年,

55頁に加筆修正



おいては、働く個人もスキルワーカーからナレッジワーカーあるいはプロフェッショナルへと

変化することが求められている。これまでの流れをまとめると図表1のようになる。

（2）プロフェッショナリズムの台頭
（３）

一方、個人の働き方や会社観、職業意識も大きく変化している。特に、そうした変化は若年

層において顕著で、中高年層のそれと比較しながら見ていきたい。中高年層の会社観・組織観

は、「1つの組織に帰属し、そこから必要なものをすべて手に入れる」という「帰属意識」に裏

打ちされており、その中心的価値は会社への忠誠心や職場への貢献を重視する自己犠牲にある。

このような滅私奉公型の帰属意識に裏打ちされた中高年層の会社観・組織観は個人と組織の直

接統合
（４）

を希求しており、個人の組織に対する最大限のコミットメントが必要不可欠となる（図

表2）。

このような帰属意識に裏打ちされた中高年層は、自分の専門性よりも所属組織に対するロイ

ヤリティが強く、組織との一体化を強く志向しており、組織目標への最大限の貢献を望むあま

りに、専門性の次元における能力発揮や蓄積が軽視されてしまう危険性がある。

と同時に、組織に対して強いロイヤリティをもった中高年層は、組織内部における昇進に強

い関心をもつとともに、キャリア志向性も組織との一体化が強く求められる管理職やゼネラリ

スト志向が強くなる。

かような中高年層の組織に対するハイ・コミットメントを重視する会社観・組織観が、「場
（５）

」

を強調する日本の社会を形成するとともに、「うちの会社」表現に象徴されるように、会社を運

命共同体化する企業意識を醸成しているものと思われる。

それに対し、若年層の会社観・組織観は、「いくつかの組織に所属し、それぞれから必要なも

のを手に入れる」という「所属意識」に裏打ちされており、その中心的価値は会社への忠誠よ

りも仕事への忠誠、会社への貢献よりも自分の専門性の深化や自己の業績達成を重視する自己

利益にある。自己利益を重視する功利型の所属意識に裏打ちされた若年層は、仕事を媒介とし

た個人と組織の緩い関係（いわゆるルースカップリング）を希求しており、個人の仕事に対す

るコミットメントを極めて重視している（図表3）。
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出所：太田肇『仕事人の時代』新潮社, 1997年, 151頁

図表2 中高年層の会社観・組織観



こうした仕事に対するコミットメントを重視する若年層は、一方で自分の専門性やユビキタ

ス・ネットワークなどを活用し、自ら主体的に仕事やキャリアをデザインする自律的な働き方

を強く志向するとともに、他方で所属する組織に対するロイヤリティが低く、外部の専門的な

機関や専門家集団における自己に対する評価や評判に強い関心をもっている。言い換えるなら

ば、彼らの準拠集団は勤務する組織ではなく、むしろ外部の組織や団体（学会、専門家集団な

ど）にあり、そこにおける市場価値（market value）で評価されることを強く望んでいる。

従って、当然そのキャリア志向もスペシャリストやプロフェッショナル志向が強くなり、自

分の専門性や技術レベルを高めることが可能ならば、転職もいとわない。最近の若年層の転職

志向の高まりは、こうした若年層の会社観・組織観やキャリア志向が影響しているものと思わ

れる。

このような若年層の仕事志向やキャリア志向が、「資格」を重視する新たな日本の社会を形成

するとともに、働く個々人のなかに職業意識やプロ意識といったものを醸成していく。さらに、

職業意識は企業意識とは異なり、企業の枠を越えうる可能性が高いため、わが国においても本

格的な職業倫理や横断的な職業別労働市場（occupational labor market）が形成されていく可能性

が高まるものと思われる。

このように、若年層の会社観・組織観の変化や仕事志向の高まりが、個人の自律化を促すと
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図表4 会社観・組織観の変化

中高年層の会社観・組織観 若年層の会社観・組織観

帰属意識 所属意識

滅私奉公の美徳化 滅公奉私（仕）の美徳化※

「場」を重視 「資格」を重視

企業意識の醸成 職業意識の醸成

組織内での昇進を重視 市場における評価・評判を重視

終身雇用が前提 短期雇用が前提

↓ ↓

管理職・ゼネラリスト志向 スペシャリスト、プロフェショナル志向

注（※）滅公奉私（仕）の仕は「仕事」を意味している

出所：谷内篤博『働く意味とキャリア形成』勁草書房,2007年, 13頁

出所：太田肇『仕事人の時代』新潮社, 1997年, 151頁

図表3 若年層の会社観・組織観



ともに、キャリア志向においてもプロフェッショナル志向を高めている。こうした会社観・組

織観やキャリア志向の変化をまとめると、図表4のようになる。

3．プロフェッショナルの概念とその類型化

（1）プロフェッショナルの要件とその概念

プロフェッショナルに関しては、組織内プロフェッショナルやビジネス・プロフェッショナ

ルなどさまざまな定義や概念が混在しており、識者によってその要件や概念が微妙に異なって

いる。たとえば、太田（1993）はプロフェッショナルの要件として、長期の教育訓練による専

門的知識・技術、プロフェッショナルとしての倫理的規範、専門職業団体の存在、独占的権限

の4つをあげている
（６）

。一方、宮下（2002）は組織内プロフェッショナルの概念を援用し、「職務

に対する主体性と専門性を持ち、組織の中核として評価される人材」と定義するとともに、職

務の選択や意思決定に対する影響力の行使や10年以上の職務経験、外部に通用する高度な専門

性をその要件にあげている
（７）

。さらに、大久保（2006）はプロフェッショナルをステイタス・プ

ロフェッショナルとビジネス・プロフェッショナルに区分し、後者の要件として、長期間の経

験に基づく高い技術と専門知識、仕事を自ら選択したという意識、高い職業倫理の3つをあげ

ている
（８）

。

本論文では、このようなプロフェッショナルの定義や要件に加えて、キウーラ（Ciulla,2000）

やホール（Hall, 1968）の定義を参考に、プロフェッショナルの要件として以下の5つをあげた

い（図表5）。

①プロフェッショナルは、特定の専門分野において高度な専門教育を受け、あるいは長年に

わたる熟練に基づき、高度な専門的知識や技術を有する

②プロフェッショナルは、特定の専門分野における集団や機関（学会や職業団体など）に属

するとともに、そこにおける集団規範やルール（職業倫理）を遵守する

③プロフェッショナルは、特定の専門分野や専門家集団における自己の評価や評判に大きな

関心をもつ

④プロフェッショナルは、仕事に対する誇りと職業的使命感をもち、金銭的な報酬よりも仕

経営論集　第17巻第1号

─ 67 ─

図表5 プロフェッショナルの概念（イメージ）



事の内容や出来映えに強い関心がある

⑤プロフェッショナルは、セルフマネジメントの原則に基づき、仕事をデザインし、自ら自

主的に最適な意思決定をする

このような要件を満たしたプロフェッショナルを人材ポートフォリオ上に表してみると図表

6のようになる。スペシャリストとプロフェッショナルの違いは、前者は組織への忠誠心や帰

属意識が強く、終身雇用を前提にしたストック型人材としての色彩が強いが、後者は組織への

忠誠心や帰属意識が弱く、有期の雇用契約や業務委託契約を交わし、自己の専門性を媒介とし

業務を請け負うフロー型人材である。

図表6 人材ポートフォリオにおけるプロフェッショナル

出所：服部治・谷内篤博編『人的資源管理要論』晃洋書房, 2000年, 45頁

本論文におけるプロフェショナルは、上述したように、一部組織に対するコミットメントや

雇用のあり方において違いが見られるものの、コミットメントの中心が仕事や専門性におかれ

共通している点から、スペシャリストとプロフェッショナルの2つから成るものと考えた。本

来ならば、プロフェッショナルはⅣ象限の職業人的プロフェッショナルに特定した方が概念整

理しやすいが、これではプロフェッショナルは外部調達型人材として位置づけられ、キャリア

形成の視点が抜け落ちてしまう点と、プロフェッショナルのキャリアとは特定組織における仕

事経験の連鎖、つまり組織内でのキャリア形成を中心とする考えに基づき、本論文におけるプ

ロフェッショナルにスペシャリスト含めることとする。

（2）プロフェッショナルの類型化とその実態

①プロフェッショナル人材の類型化

リクルートワークス研究所は、同研究所が行った「ワーキングパーソン調査2004」から得ら

れたプロフェッショナル人材として必要な能力をベースに、図表7のようなプロフェッショナ

ル人材の類型化を試みている。縦軸は「ヒューマンスキル－企画・発想力」の度合いを表して
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おり、横軸は自己の専門性の「統合－深堀り」を表している。

この分類によれば、プロフェッショナルは主に営業・販売のプロを中心とする「ビジネスサ

ービスプロフェッショナル」、カウンセラーやヘルスアドバイザーを中心とする「ヒューマンプ

ロフェッショナル」、コンサルタントやアナリストを中心とする「ビジネスソリューションプロ

フェッショナル」、特定分野の技術開発を担当する「研究開発プロフェッショナル」の4つのタ

イプが想定されている。このようなプロフェッショナル人材のタイプ分類は、調査から得られ

た能力データをベースに多変量解析がなされており、極めて客観性が高いと同時に、4つのタ

イプいずれを見ても実際のビジネス社会で実際に求められている高度専門家人材群を包括して

いる。

しかし、その一方でまさに今求められつつある次世代経営者、つまり事業創造や新たなビジ

ネスモデルで事業展開を行えるような次世代の経営を担うリーダー（経営のプロ）が含まれて

いない。今後の企業経営において求められているのは、企業内において分散されたナレッジを

組織知として吸い上げ、それを新たな事業展開につなげていけるプロデュース型プロフェッシ

ョナルである。図表8はこのようなプロデュース型プロフェッショナルを含めたプロフェッシ

ョナル人材の類型化を試みたものである。テクノクラート型プロフェッショナルとは、専門性

の適用範囲は狭いものの、事業との直結性が高く、特定分野の技術開発や研究開発、さらには

戦略的思考に基づくソリューション型営業が担える人材を表している。これは図表7における

研究開発プロフェッショナルとビジネスサービスプロフェッショナルを包括した概念である。

2つ目のファンクショナル型プロフェッショナルは、事業との直結性は低いが、専門性の適

用範囲は広く、企業に必要なファンクション、たとえば人事、財務・経理、法務などの職能分

野における高度な専門性を有したプロフェッショナル人材を表している。これは図表7におけ

るビジネスソリューションプロフェッショナルに近い概念である。
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図表7 プロフェッショナル人材のタイプ分類

出所：リクルートワークス研究所『プロフェッショナル時代の到来2005』18-19頁



最後のプロデュース型プロフェッショナルは、自分の専門分野における高度な専門性と経営

センスを兼ね備えたプロフェッショナル人材を表しており、次世代の経営を担えるリーダー人

材である。

ところで、留意すべき点はこのようなプロフェッショナル人材のタイプ分類は、実態調査に

基づくリクルートワークス研究所の分類と異なり、育成すべき人材群といった視点からやや観

念論的に導き出されたもので、今後実態調査による裏付けが必要となってこよう。

図表8 プロフェッショナル人材の類型化

②プロフェッショナル人材の実態（規模）

リクルートワークス研究所は、前述の調査より得られたデータを活用して、わが国における

プロフェッショナル人材の数を算出している。プロフェッショナルの定義に関しては、本論文

の定義とは厳密に見れば異なるが
（９）

、わが国におけるプロフェッショナルの現状を把握するのに

は大いに参考になる。

図表9を見れば、プロフェッショナル人材は産業合計で568万人で、雇用者数の11.6％を占

める。産業別には、サービス業が216万人と人数は最も多く全体の約4割を占めるものの、プ

ロフェッショナル率は12.6％とそれ程は高くない。それに対して、電気・ガス・水道は7万人

と数は最も少ないものの、プロフェッショナル率は逆に21.6％と全産業のなかで最も高くなっ

ている。次に高いのは建設業と製造業で、それぞれ16.3％、13.1％となっている。逆に最も低

いのが卸・小売飲食店で6.7％となっている。

また、プロフェッショナル人材の数を専門領域別に見てみると、「営業」が最も多く86万人、

次いで「管理職」（50万人）、「事務系専門職」（50万人）、「研究開発」（40万人）、「専門技術職」

（30万人）となっている
（10）

。

さらに、興味深いのは同研究所はサービス経済の進展や産業の高度化にともなってプロフェ
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ッショナル人材は今後増加し、2015年には612万人に達すると予想している点である。その結

果、雇用者に占めるプロフェッショナル人材の比率（いわゆるプロフェッショナル率）は

12.6％に上昇するものと思われる
（11）

。

図表9 プロフェッショナル人材の規模

4．プロフェッショナル育成に向けたキャリア形成

（1）体系的な知識教育と経験学習の融合

これまでのわが国の人材育成の方法は、OJTや階層別教育を中心に展開されてきた。OJTや

階層別教育は、従業員全体の底上げと企業特殊技能（firm specific skill）の習得には効果がある

とともに、管理職やスキルワーカーの育成には適した手法であった。しかし、ナレッジ競争下

におけるプロフェッショナルの育成には、こうした人材育成の手法では限界がある。プロフェ

ッショナルの育成には、「守・破・離」の原則に基づく体系的な知識・専門教育が必要である。

守・破・離とは、茶道の世界で生まれた言葉であるが、守とは基礎固めを意味しており、まず

基盤となる基礎的知識を習得し、次いで破、つまり応用知識の習得をはかり、最後に離、つま

りこれまで習得した知識をベースにオリジナリティを発揮することを意味している。プロフェ

ッショナル育成には、このような知の体系化が可能となるような教育が必要である。そのため

には、従来の画一的な階層別教育にのみ依拠することなく、コーポレート・ユニバーシティ

（CU）を設置し、内・外の労働市場にも通用するような高度な専門的知識や技能の習得が可能

となるような高度専門教育が必要と思われる。

富士通では、2002年4月にFUJITSUユニバーシティを設置し、コンサルタントやプロジェク
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トマネジャー、プロダクトエンジニアなどのプロフェッショナルの育成を目指した選抜型の精

鋭教育に取り組み始めた
（12）

。教育内容は、プロジェクトの担保とも言うべき資格取得のための教

育やナレッジ・コミュニティ（輪講、事例報告会、メンタリング）の構築などから成り立って

いる。

同様に、博報堂は2005年4月に、社長直轄の人材育成機関としてHAKUHODO UNIVERSITY

を設置し、クリエイティブな同社を支えるプロフェッショナル人材の育成に取り組み始めた
（13）

。

博報堂のプロフェッショナル育成に向けたプログラムは大きく2段階に分かれており、複数領

域の専門性を併せもった粒ぞろいのプロの育成を目指した「経験と教育」段階と、さらなる高

度なプロの育成を目指した「挑戦機会の付与」段階から成り立っている。挑戦機会としては、

新しい構想力のための構想サロンや構想の具体化を目指した構想LABなどが設けられている。

さらに、関連施策として次世代の経営を担うリーダーを育成すべく、博報堂マネジメントスク

ールを開講し、プロフェッショナル人材育成のバックアップをはかっている。

ところで、このようなコーポレート・ユニバーシティの設置によるプロフェッショナル育成

をはかっている富士通、博報堂に共通しているのは、単なる知識や技術の習得に狭く拘泥する

ことなく、その根本に共有すべき価値観（shared value）を醸成するThe Fujitsu Way、

HAKUHODO Wayに対する教育を徹底している点である。プロフェッショナル人材の流出を未

然に防ぐためには、こうした理念教育が極めて重要と思われる。

と同時に、プロフェッショナルの育成には、キャリア・トランジッションにおける「異質・

良質な経験」も必要なってくる。これはキャリア形成の節目において、前述の守・破・離の破

と離に相当するような大きな成長の機会となる異質・良質な経験をさせることを指しており、

習得した専門知識を現実のマネジメントの場に実際に適用することで知識教育と経験学習の融

合が可能となる。金井（2001、2002）も知的競争力としての人材を育成するためには、「一皮

むける経験」（quantum leap experiences）が重要であることを指摘している。異質・良質な経験

としては、全社プロジェクトへの参画、プロジェクトや新規事業の立ち上げ、海外子会社での

勤務、異業種交流などの他流試合への参加、社外トレーニーとしての派遣などが考えられる。

（2）FA制度の導入とキャリアオプションの多様化

プロフェッショナルの要件で言及したように、プロフェッショナルは自らのキャリアビジョ

ンをもち、セルフマネジメントの原則に基づき、主体的に仕事をデザインし、意思決定してい

くことを強く志向している存在である。従来のような硬直的な組織運営に基づく上意下達型の

ジョブ・システムでは、このようなプロフェッショナル志向のニーズに応えられないばかりで

なく、プロフェッショナルの育成そのものが危ぶまれる。

プロフェッショナルの育成やキャリア形成をはかっていくためには、自らの意思で仕事や勤

務先が選択できるようなFA(フリーエージェント）制度やジョブ・リクエスト制度の導入が必

要となってくる。前述の博報堂では、HAKUHODO UNIVERSITYの設置と並行して、プロフェ
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ッショナル育成に向けた自律的なキャリア開発を推進するジョブ・チャレンジ制度を整備・拡

充した
（14）

。制度は、複数領域の専門性をもつ粒違いのプロを育成する「多段階キャリア選択制度」、

一定条件を満たした高いパフォーマンスの社員にFA権を付与し、自分の意思で異動先が選択

できる「FA制度」、組織が欲しい人材を広く全社から公募する「社内公募制度」から成り立っ

ている。同様の仕組みや制度は藤沢薬品工業、住友商事、オリンパス光学工業などでも導入さ

れており、先進的な企業で広がりを見せ始めている
（15）

。

このような個人の自律的なキャリア開発を推進するFA制度やジョブ・リクエスト制度は、

一部要員計画との調整が必要であるが、プロフェッショナル人材にとっては魅力のある内的報

酬（intrinsic reward）となり、より専門性を高める大きなインセンティブにつながる。

また、キャリア選択に関しても、個人の自主的なキャリアデザインに基づき、キャリア選択

が可能となるような仕組みや制度が必要と思われる。プロフェッショナル志向の人材は、仕事

を介した個人と組織との緩い関係（ルースカップリング）を希求しており、キャリア選択にお

いても自らのキャリアデザインに基づく主体的な選択を強く望んでいる。従来のゼネラリスト

や管理職育成に向けた単一のキャリアパスや人事制度では、このようなプロフェッショナル人

材のキャリアニーズに応えていくことはできない。個人の自律的なキャリア選択が可能となる

ような複線型人事制度やコース別人事制度などの導入をはかり、キャリアオプションの多様化

をはかっていく必要がある。

（3）firm specific skillからemployabilityへの転換

従来の人材育成は終身雇用を前提に、企業固有の職業能力（firm specific skill）の習得を中心

に展開されてきた。その結果、企業内教育で習得する能力・技能は、他社で通用しない非汎用

的な能力・技能に陥りやすく、プロフェッショナル志向の人材にとっては魅力に乏しいのみな

らず、新たな競争優位の源泉となるナレッジの創出につながらない危険性すらある。プロフェ

ッショナル人材の育成には、企業固有技能の習得に拘泥することなく、内・外の労働市場で通

用しうる高度な専門性からなるエンプロイアビリティ（employability）の習得も視野に入れて

いく必要がある。
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図表10 エンプロイアビリティの概念

出所：諏訪康雄「エンプロイアビリティは何を意味するか？」『季刊労働法』No.199（2002年5月号），87頁



エンプロイアビリティは、1990年代に欧米を中心に、失業率の高まりに対する懸念や内部労

働市場を中心とした雇用慣行の優位性の低下を背景に登場したものであるが、わが国でも日経

連（現、日本経団連）を中心に本格的導入が進められている。図表10からも明らかなように、

エンプロイアビリティには、内部労働市場（自社）で評価される能力と外部労働市場(他社）で

評価される能力の二面性（図表のCの部分）がある。

このようなエンプロイアビリティの開発は、従来のOJTや階層別教育などでは難しく、前述

したコーポレートユニバーシティ（CU）の活用が望まれるが、一企業のみでの対応では限界が

あるものと思われる。エンプロイアビリティの開発は、将来の職業別労働市場の形成を視野に

入れるならば、むしろ業界マター（matter）と言っても決して過言ではない。そこで、本論文

では、そういう視点にたち、業界サイドにおけるプロフェッショナル人材の育成方法としてコ

ンソーシアム型CUの設置を提唱したい。これはいわば業界連動型CUで、その代表的なものと

してはIFI（Institute for The Fashion Industries）があげられる
（16）

。IFIは、繊維、ファッション業界の

主要企業40社などの出資により設立されたもので、業界としての次世代のビジネスを担うプロ

フェッショナル人材の育成を目指している。一部、電機連合などにおいて労働組合も雇用流動

化を背景に、業界全体でエンプロイアビリティを高めるための施策づくりに着手する動きが見

られるが、今後ますますその必要性は増してくるものと思われる。

このような業界連動型CUを通したエンプロイアビリティの開発は、プロフェッショナル志

向人材の専門性を高め、新たな競争優位をもたらすとともに、当該企業や産業の魅力をも高め、

外部から優秀な人材を惹きつける効果も生むものと考えられる。

（4）ロールモデル、メンターの活用

プロフェッショナル人材を育成していくためには、これまで述べたきたようなキャリア形成

の仕組みや方法論だけでは決して十分とは言えず、具体的なゴールイメージとも言うべきモデ

ルとなる人材が必要である。キャリアトランジッションにおいて、自分の専門分野を決定した

り、あるいはキャリアコースを選択したりする際に、会社のなかに模範となるような人間、い

わゆるロールモデルが存在していると、キャリアビジョンが立てやすく、かつ意思決定もスム

ーズにしやすくなる。また、こうした目標となる人材をキャリア選択やキャリア形成における

キャリアアドバイザーとして活用すれば、メンタリング効果をももたせることができる。

このように、プロフェッショナル育成を効果的な形で根付かせ、実効あるものにしていくた

めには、プロフェッショナル育成に向けたキャリア形成の仕組みや方法論のみならず、社内に

おけるプロフェッショナルの認定の仕方、見せ方とロールモデルとしての活用の仕方が重要と

なってこよう。

5．プロフェッショナルのリテンション策

プロフェッショナルのコミットメントの対象は仕事におかれており、組織に対する帰属意識
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は低い。自分の専門性が評価され、快適な仕事環境を与えてくれれば、転職をも辞さない。ま

してや今後はナレッジが経営の競争力を左右する時代となり、優秀なプロフェッショナルの獲

得競争はさらに激しくなることが予想される。プロフェッショナルのキャリア形成と並行して、

優秀なプロフェッショナルを確保し引き留めるリテンション策が人材マネジメントの重要な課

題となってくるものと思われる。

このようなリテンション策としては大きく3つのことが考えられる。まず1つ目は教育環境

の整備である。自らの専門性を高めるキャリア形成にこだわりをもつプロフェッショナルにと

って、その能力や専門性を向上させることができる教育環境を整備することは非常に重要であ

る。専門職大学院への派遣、資格取得に向けた教育休暇の付与、さらには長期的なテーマに挑

戦するためのチャレンジ休暇の付与などを通して、彼らの専門性向上の機会を積極的に設けて

いくことが必要と思われる。

2つ目は職場環境の改革である。ダベンポート（Davenport,2005）もナレッジワーカーの職場

環境で指摘しているように、プロフェッショナルにとっては、新しいアイデアを得たり、自分

の中にある暗黙知を交換し合えるような組織学習が可能となる職場環境が必要不可欠である。

ミーティングや自由に意見交換できるような多様な協働スペース、専門性を高め合うことがで

きるような社内学会の設置、さらにはファシリティマネジメントに基づく快適なオフィス環境

などが必要となってこよう。

3つ目は褒賞制度の制定である
（17）

。プロフェッショナルは金銭的報酬よりも、マーケットにお

ける自己の評価や自分の専門性が高く評価されることに強い関心をもつ。革新的な新製品や新

技術の開発、さらには顕著な業績を成し遂げたプロフェッショナルに対しては、それらを正当

に評価し、褒め称える制度が必要となってこよう。島津製作所がノーベル化学賞を受賞した田

中耕一氏をフェロー第1号と認定し、役員並の待遇で褒賞したケースが参考となろう。また、

発明対価をめぐる訴訟が発生しないよう個別発明契約の締結や個別発明規定の設定なども必要

と思われる。

6．まとめと今後の課題

以上、本論文においては、プロフェッショナル志向の高まりの背景を企業サイドおよび働く

個人サイドの両面から考察するとともに、プロフェッショナルの概念や要件の明確化、さらに

はその類型化を試み、最後にプロフェッショナル育成に向けた望ましいキャリア形成のあり方

およびプロフェッショナルのリテンション策を提示した。わが国おいては、これまでホワイト

カラーの活性化や専門職制度の導入などに関する調査研究が数多く展開されてきたが、プロフ

ェッショナルの研究はナレッジが経営の競争力として認識されるのにともない、徐々に増えつ

つあるが、研究としてはまだ緒についたばかりである。本論文がなんらかの形で今後のプロフ

ェッショナル研究に貢献できることを願って止まない。

ところで、本論文でのまとめの考察を展開するあたって残された課題がある。それは本格的
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なプロフェッショナル社会到来に向けたインフラの整備である。本論文でこれまで言及してき

たことは、あくまでも一企業におけるプロフェッショナル化への対応であり、自ずとそこには

限界も見られる。紙幅の関係で詳しくは言及できないが、プロフェッショナル社会の本格的到

来に向けて、わが国においても専門性の程度を評価する第三者機関や職業コミュニティ、専門

職大学院、さらには横断的な職業別労働市場などの社会的インフラが必要となってこよう。

（注）

（1）山崎秀夫『企業ナレッジポータル』野村総合研究所, 2002年, 1頁。

（2）知的資本（intellectual capital）という概念は、1991年にフォーチュン誌によって初めて使われたも

ので、現在では企業の最も価値のある資産で、最大の競争力の源泉と位置づけられており、それをベ

ースにした知的資本経営は世界的関心事となっている。知的資本経営の先駆的企業としては、スカン

ディア社、ダウケミカルなどがあげられている。リクルートワークス研究所では、知的資本経営の構

成要素として、人的資本、関係資本、構造資本の3つをあげている（詳しくはリクルートワークス研

究所『Works 42』（2000. 10-11）における特集：知的資本とナレッジワーカーを参照）。

（3）本節の記述は、拙著『働く意味とキャリア形成』（勁草書房, 2007年）における第1章第2節「職

業観の変化」および第5章「プロフェッショナル志向の高まりと転職行動」に依拠。

（4）太田（1997）は個人と組織の関わり方に関して、直接統合と間接統合といった2つの概念を援用

し説明している。直接統合は仕事よりも組織に対するコミットメントが高く、組織との一体化を強く

志向しており、組織人モデルと位置づけられている。一方、間接統合は仕事へのコミットメントが高

く、仕事を通して組織と間接的に関わっていくことを志向しており、仕事人モデルと位置づけられて

いる。

（5）中根（1967）は日本と欧米の社会における人間関係を、「場」と「資格」といった概念を援用し、

日本社会における人間関係は職種（つまり、資格）よりも会社、すなわち場を強調する点に特徴があ

るとしている。

（6）太田肇『プロフェッショナルと組織』同文舘, 1993年, 15-19頁を参照。

（7）宮下清「職務の専門性を担う組織内プロフェッショナル」『日本労務学会誌』第4巻第2号, 2002

年, 15頁。

（8）大久保幸夫『ビジネス・プロフェッショナル』ビジネス社, 2006年, 29-32頁を参照。

（9）同調査におけるプロフェッショナルとは、「自分の専門領域を自分で決めている」かつ他人からの

評価が「仕事で、自分なりのやり方で高く評価されている」または「広く社会に自分の仕事が自分の

名前で認められる」と回答した人である（詳しくはリクルートワークス研究所『プロフェッショナル

時代の到来2005』2005年を参照）。

（10）リクルートワークス研究所『プロフェッショナル時代の到来2005』2005年, 15頁。

（11）同上書, 16頁。

（12）詳しくはダイヤモンド社編『DIAMOND Harvard Business Review』12号：特集企業内大学65頁を

参照。

（13）詳しくは日本経団連出版編『キャリア開発支援制度事例集』2005年, 95-102を参照。

（14）同上書, 103-113頁を参照。

（15）詳しくは労務行政研究所『労政時報：導入進む社内FA社内公募制度』2002年, 第3524号参照。

（16）IFIには、マスターコース、プロフェッショナルコース、マネジメントコース、エグゼティブコ
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ースの4つのコースが存在しており、その講師の大半は企業の経営者や実務家で占められている（詳

しくはリクルートワークス研究所『Works 』53号（2002. 8-9）31-32頁参照）。

（17）リクルートワークス研究所は、日本の褒章制度として、有望となる100職種を選定し、最も質の

高い仕事をした個人を称えるビジネス・プロフェッショナルの褒章制度の制定を提言している（詳し

くはリクルートワークス研究所『プロフェッショナル時代の到来2005』24頁を参照）。
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